


　インボイス制度が、2023年(令和5年)10月1日から開始されます。
2023年(令和5年)10月1日から登録を受けるためには、原則として2023年(令和5年)3月31
日までに登録が必要です。既に、2021年(令和3年)10月1日から申請手続きは可能です。
インボイス制度とは、登録を受けた課税事業者のみが、法的効力のある「インボイス（適格請求
書）」を発行できるという新しい制度です。 正式名称は、「適格請求書等保存方式」といいます。｠
インボイス（適格請求書）とは、誰が、いつ何を、合計いくらで販売しその中で税率は何％で消費
税はいくらだったのかを表示するものです。お得意先では、このインボイスを保存することにより
仕入税額控除ができることになります。
申請先は納税地を所轄する税務署長です。登録用紙は国税庁のWebサイトからダウンロード
できます。また、e-Ｔax でも提出が可能です。

　税務署の審査後、適格請求書発行事業者として登録されると「登録通知書」が送付されます。
　　

　適格請求書は以下の６つの記載事項が必要です。
①適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号(T+13桁の法人番号あるいは13桁の数字）
②取引年月日
③取引内容(軽減税率の対象品目である旨)
④税率ごとに区分して合計した対価の額(税抜き又は税込み)及び適用税率
⑤消費税額等(端数処理は一請求書当たり、税率ごとに1回ずつ）
⑥書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

インボイス制度導入の目的は、
　取引の正確な消費税額と消費税率を把握することです。インボイスとは、売り手が買い手に
対して、適用税率や消費税額等を正確に伝えるものです。売り手が買い手に「適用税率や消費
税額等を正確に伝えられない」と「仕入税額控除が行えない」ことになります。

▷インボイス制度によって考えられる影響があります。

インボイスが交付されない取引では、課税事業者は免税事業者との取引で支払った消費税に
ついて、仕入税額控除を受けられなくなってしまいます。お得意先の課税事業者が損することに
なるため、免税事業者は課税事業者から取引を断られる可能性があります。

続きは次号。インボイス制度について次号でもさらに説明する予定です。次号をお楽しみに！

■国税庁HPに制度の特設サイトにて各種情報（Q&Aや解説動画など）が掲載されています。
　玉川税務署入り口にも資料ございます。「適格請求書等保存方式の概要　ーインボイス制度の理解のためにー」　　　

Check!

適格請求書

参考資料国税庁
特設サイト

既に法人番号が付されている事業者 それ以外の事業者
【T+法人番号】 【T+13桁の数字の固有番号】
番号発行を受け 適格請求書発行業者として登録 が完了






